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介護リフトは、要介護者の安全な移乗や介助者の介助負担（腱鞘炎や腰痛

予防）の軽減のための電動巻き上式の装置で、主に車いす等から浴室の浴

槽、ベッド、トイレの便器等への移乗を安全かつ円滑に行うために設置され

る。 

介護リフトは、要介護者を安全にベッド等に移乗させるために、介護リフトの

操作に関する知識を持った介助者が操作し利用する福祉用具である。 

介護リフトの使用にあたっては、落下による死亡事故等の事例もあることか

ら、介護リフトの定期的なメンテナンスを行いつつ、吊り具（スリング）の

装脱着方法や介護リフトへの固定・操作、声かけ等取り扱いに関する訓練を

施設管理者や介助者が受け、使用する必要がある。 

本市では、福祉のまちづくりを推進し、すべての市民が住み慣れた地域社会において、安心して快適

な生活を営み、積極的に社会参加を行いながら心豊かな生活を送ることができるよう、バリアフリー法及び

川崎市福祉のまちづくり条例（以下「条例」）に基づき、不特定多数の市民の方々が利用する公共的施

設※に関するバリアフリー化の整備基準を定め、新築・増築等をする場合には、計画に対する事前協議制

度を設け、バリアフリー化の促進を図っている。 

※公共的施設：官公庁、社会福祉施設、病院、学校、ホテル、商業施設、鉄道の駅、公園等

Ｈ 9. 7 月 川崎市福祉のまちづくり条例 制定[平成 10 年 1 月施行] 

Ｈ18.12 月 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）施行 

Ｈ21.10 月 川崎市福祉のまちづくり条例改正施行 及び 川崎市福祉のまちづくり条例整備マニュアル発行 

「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」（以下「建築設計標準」）とは、

すべての建築物が利用者にとって使いやすいものとして整備されることを目的に、設計者をはじ

め、建築主、審査者、施設管理者、利用者に対して適切な設計情報を提供するバリアフリー設計

のガイドラインとして国が定めたもので、平成29年３月に改訂されている。 

【設計の考え方】 

建築設計標準の改訂において、多機能トイレに

ついては、利用者の集中を避けるため、個別機能

の分散配置を促進する方針が掲げられ、「車いす

使用者用トイレ」、「オストメイト用設備を有する

トイレ」さらに、高齢者、障害者、乳幼児連れ利

用者等の多様なニーズを踏まえた設備の設置を

検討する考え方が示された。 

車いす使用者用トイレについては、排泄介助の

脱衣等のための大型ベッドの設置が推奨されて

いるが、介護リフトについては示されていない。 

（１） 条例の整備基準 

 条例では、「出入口」「廊下・階段」「エレベーター」「便所」「駐車場」等の項目に関し、詳細な

整備基準を施行規則で定め、公共的施設の新築等の際、整備基準の遵守を求め、事前協議で指導

している。 

また、国の建築設計標準を参考に策定した整備マニュアルでは、条例の解説のほか事例等を掲

載し整備内容を紹介している。 

（２） 多機能トイレの整備基準    

ア 出入口の幅員：80ｃｍ以上

イ 出入口の戸の構造：円滑に利用できる構造 

ウ 広さ：2ｍ×2ｍ以上 

エ 段：段を設けない 

オ 便器・手すり：腰掛式便器で手すり設置 

カ 水洗器具：オストメイト設置 

（３） 他の政令市の条例・整備マニュアル等 

○条例を制定し、整備基準を定めている：７政令市 

〇整備マニュアルを策定している：７政令市 

介護リフトを記載している：なし

○市有施設には、下記の高齢者、障害者等の１３施設に設置している。 

・高齢者施設 ６施設（特別養護老人ホーム等） 

・障害者施設 ６施設（障害者支援施設、障害者通所事業所等） 

・医療施設  １施設（市立川崎病院） 

障害者総合支援法とは、障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民

が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的としており、

障害者の外出時における身体介護などを含む移動を支援する制度として、同法に規定されている居宅介護

（第 5 条第 2 項）、重度訪問介護（第 5 条第 3 項）、同行援護（第 5 条第 3 項）、行動援護（第 5 条第 4 項）

及び市町村の地域生活支援事業として移動支援（第 77 条第 1項第 8号）がある。 

陳情に対する市の考え方としては、建物所有者の判断により施設の特性に応じたバリアフリー整

備を行う中で介護リフトの設置を行っている例もあり、また、障害福祉サービスには障害者の外出

時における身体介護などを含む移動を支援する制度もあることから、今後もこうした社会資源や障

害福祉サービスを有効かつ適正に活用することで対応してまいります。 

また、「条例」並びに「整備マニュアル」に追加記載することについては、介護リフトの使用は、

施設管理者の適切な管理のもと、訓練を積んだ介助者が操作することを前提とした福祉用具で、安

全性を確保した上での利用環境が欠かせないものであり、又その他のバリアフリー設備の整備との

バランス等もあることから、国の動向を注視し調査研究してまいります。 

３ 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準（国土交通省監修）

４ 条例の整備基準及び整備マニュアル 

２ 川崎市福祉のまちづくり条例について 

７ 陳情要旨に対する本市の見解 

陳情第１３号 車椅子対応トイレにリフターの設置を要望する陳情 

５ 市有施設の介護リフトの設置状況 

【障害者施設での設置例】

【整備例】

ヵ オストメイト

６ 障害者総合支援法について 

１ 介護リフトについて 

【介護リフト使用例】

オ 腰掛式便器 

跳ね上げ式手すり 

ア 出入口の有効幅員 

80ｃｍ以上 

イ 戸は円滑に利用できる構造 

介護リフト

天井吊り下げ式

介護リフト

吊り具

【整備マニュアルより】
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【抜粋】

川崎市福祉のまちづくり条例

参考資料１
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川崎市福祉のまちづくり条例施行規則 

別表第２（第３条関係） 

公共交通機関の施設、鉄道の駅と一体として利用される施設、道路及び公園以外の公共的施設

に関する整備基準 

整備項目 整備基準 

８ 便所 (１) 別表第１の１、２、３（病室を有しない施設にあっては、用途面積が300

平方メートル以上のものに限る。）、４、７、８((１）から(５)までの施設

及び用途面積が500平方メートル以上の(７)から(17)までの施設に限る。）、

９、10、11((４）の施設にあっては、用途面積が500平方メートル以上のも

のに限る。）及び12に掲げる公共的施設で、利用者の利用に供する便所を設

ける場合は、車いす使用者を始めとするすべての利用者が円滑に利用できる

便房（以下「多機能便房」という。）を有する便所（以下「多機能トイレ」

という。）を１以上（男女用の区別があるときは、それぞれ１以上）設ける

こととし、次に定める構造とすること。 

ア 便所及び多機能便房の出入口の有効幅員は、80センチメートル以上とす

ること。 

イ 便所及び多機能便房の出入口の戸は、高齢者、障害者等が円滑に利用で

きる構造とすること。 

ウ 多機能便房の幅及び奥行きの内法（のり）は、それぞれ200センチメー

トル以上とすること。ただし、構造上やむを得ない場合は、一方を150セ

ンチメートル以上とすることができる。 

エ 便所及び多機能便房の出入口には、車いす使用者の通行の妨げとなる段

を設けないこと。ただし、やむを得ず段を設ける場合は、車いす使用者が

円滑に通過できる構造とすること。 

オ 多機能便房内の便器は、腰掛式とし、手すりを設けること。 

カ 多機能便房内の附属器具は、高齢者、障害者等が円滑に利用できるもの

とし、緊急通報装置を必要に応じて設けること。 

キ 床面は、滑りにくい仕上げとすること。 
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ク 多機能便房内には、高齢者、障害者等が円滑に利用できる構造の洗面器

を設けること。 

ケ 多機能便房内に荷物台を設置するよう努めること。 

コ 多機能トイレは、外部出入口のある階及び施設規模に応じて複数階に設

けるよう努めること。 

サ 出入口には、多機能トイレである旨を表示すること。 

シ 小便器を設ける場合は、１以上の小便器は、手すり付きの床置式、壁掛

式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下のものに限る。）等と

すること。 

ス １以上の便房内には、高齢者、障害者等が円滑に利用することができる

構造の水洗器具を設けること。 

(２) 多機能トイレ以外に利用者の利用に供する便所を設ける場合は、１以上

（男女用の区別があるときは、それぞれ１以上）の便所は、次に定める構造

とすること。ただし、別表第１の８((６）の施設及び用途面積が200平方メ

ートル未満の(７)の施設に限る。）に掲げる公共的施設は、この限りでない。

ア 便所及び１以上の便房の出入口の有効幅員は、それぞれ80センチメート

ル以上とすること。 

イ 便所及び便房の出入口には、車いす使用者の通行の妨げとなる段を設け

ないこと。ただし、やむを得ず段を設ける場合は、車いす使用者が円滑に

通過できる構造とすること。 

ウ 床面は、滑りにくい仕上げとすること。 

エ １以上の便器は、腰掛式とし、手すりを設けること。 

オ 高齢者、障害者等が円滑に利用できる構造の洗面器を１以上設けるこ

と。 

カ 小便器を設ける場合は、１以上の小便器は、手すり付きの床置式、壁掛

式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下のものに限る。）等と

すること。 
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